
資料２－１

「船員法の一部を改正する法律」政令事項概要

【参考資料】

内 容
新規制定又は

改正予定の政令
改正船員法の

関係条項

船員法の 部を改正する法律」政令事項概要

改正予定の政令 関係条項

（施行期日関係）

改正法の施行期日を定める 施行期日政令（新規） ①労働条件部分改正法の施行期日を定める 施行期日政令（新規） ①労働条件部分
附則第1条本文

②検査部分
附則第1条第3号附則第 条第 号

（旗国検査関係）

旗国検査の受検や証書の交付等に係る手数料
を定 る 等

船員法関係手数料令 第121条の2
附則第 条第を定める 等 附則第6条第7項

（登録検査機関関係）

登録検査機関の登録の更新期間を定める 新規政令 第100条の13第1項登録検査機関の登録の更新期間を定める

他

新規政令 第100条の13第1項

※上記のほか、所要の形式的改正を予定。



ＩＬＯ海上労働条約国内法化の経緯と今後の予定

年 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

ＩＬＯ海上労働条約 採択 ８月２０日
外務省において

条約批准
８月２０日

発効要件充足

条約国内法化
勉強会

９月
最終とりまとめ

７月
検討状況説明会

第 回船員部会（ 月 ）

２月
月

条約承認につき、参議院議了（８月３日）
衆議院議了・可決（９月６日）

発効要件充足

船員法施行規則改正等について
交通政策審議会諮問（９月２１日）勉強会

交通政策審議会

官労使で全１２回の検討

第１６回船員部会（７月３０日）
「最終とりまとめ に き報告

諮問（１０月１８日）
第２８回船員部会
（１０月２８日）

第２９回船員部会（１月２７日）
交通政策審議会答申（同日）

条条

交通政策審議会諮問（９月２１日）
第３６回船員部会 （９月２８日）
交通政策審議会答申（１０月３日）

第３７回船員部会
（１０月２６日予定）

「最終とりまとめ」につき報告
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下位法令整備作業

日本籍外航船に対し、

・旗国検査の実施

・海上労働証書の交付

・改正後の労働条件に対応するための準備
（書面の作成、労使協定の締結・届出等）

・船社における旗国検査の準備

・登録検査機関の登録の準備 等


